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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル樹脂及びポリエステル樹脂から選択される、水酸基価が１～２００ｍｇＫＯＨ
／ｇ、数平均分子量が５，０００～５０，０００、ガラス転移温度が２０～１１０℃であ
る水酸基を含有する樹脂（Ａ）、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）、カルボキシル基又は
水酸基を導入した変性ポリオレフィン（Ｃ）を含有することを特徴とする易接着剤組成物
。
【請求項２】
　水酸基を含有する樹脂（Ａ）１００重量部に対して、変性ポリオレフィン（Ｃ）を１～
５０重量部含有する請求項１記載の易接着剤組成物。
【請求項３】
　更に、エポキシ化合物を含有することを特徴とする請求項１又は２の何れか1つに記載
の易接着剤組成物。
【請求項４】
　更に、顔料（Ｄ）を含有することを特徴とする請求項１～３の何れか１つに記載の易接
着剤組成物。
【請求項５】
　顔料が、無機酸化物および／またはカーボンブラックであることを特徴とする請求項４
記載の易接着剤組成物。
【請求項６】



(2) JP 6083250 B2 2017.2.22

10

20

30

40

50

　水酸基を含有する樹脂（Ａ）１００重量部に対して、顔料（Ｄ）を１～４００重量部含
有することを特徴とする請求項４又は５に記載の易接着剤組成物。
【請求項７】
請求項１～６の何れか１つに記載の硬化性易接着剤組成物の硬化皮膜がポリエステル樹脂
フィルム上に積層された積層ポリエステル樹脂フィルム。 
【請求項８】
請求項７に記載の積層ポリエステル樹脂フィルムを含む、多層構造の太陽電池バックシー
ト。
【請求項９】
　請求項８に記載の太陽電池用バックシートと太陽電池モジュールを構成する封止材とを
貼り付けてなることを特徴とする太陽電池。
【請求項１０】
　前記封止材がエチレン－酢酸ビニル共重合体を主成分とする組成物であることを特徴と
する請求項９に記載の太陽電池。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、易接着剤組成物、積層ポリエステル樹脂フィルム及び太陽電池バックシートに
関するものである。
【背景技術】
【０００２】
近年、資源の有効利用や環境汚染の防止の観点から、太陽光を電気エネルギーに変換する
太陽電池が注目され、盛んに開発が進められている。 この太陽電池は、一般に、受光面
側透明保護部材としてのガラス基板と裏面側保護部材（バックシート）との間に、ＥＶＡ
（エチレン－酢酸ビニル共重合体）フィルムでシリコン発電素子等の太陽電池用セルを封
止した構成となっている。これらの構成材料は、受光側透明保護部材、表面側に配置した
シート状の封止樹脂、太陽電池用セル、裏面側に配置したシート状の封止樹脂、およびバ
ックシートの順で積層され、加熱真空ラミネーションさせて太陽電池モジュールとなる。
また、太陽電池は屋外で使用されるため、使用する部材には高い耐久性、耐候性、耐光性
などが要求される。特に、前記バックシートは、長期に渡る太陽光の暴露、昼夜の温度変
動、風圧や施工時の力学的変形にかかる応力に耐え、水分、酸素、窒素酸化物、硫黄酸化
物等の汚染物質の浸入を阻止し、発電素子を保護することが求められる。
このような材料としては、ポリフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、ポリテトラフルオ
ロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、四フッ化エチレン・六フッ化プロピレン
共重合体、エチレン・四フッ化エチレン共重合体等のフッ素系樹脂シートや金属箔等が組
み合わされて、用いられることが多い。しかしながら、フッ素系樹脂シートは高価である
と同時に発電モジュールの長期高圧課電での耐久性の観点からは十分とは言えず、改良技
術として様々な構成体が提案されている。
そこで近年、バックシートとして、ポリプロピレンフィルムやポリエチレンテレフタレー
トフィルム（以下ＰＥＴフィルムと称す）等の汎用のプラスチックシートを利用する検討
がなされている。しかしながら、汎用のプラスチックシートは、耐光性あるいは封止樹脂
として標準的に用いられるＥＶＡとの接着性に問題があるため、プラスチックシート自体
に無機粒子を添加して耐光性を高めたり、プラスチックシートとＥＶＡとの間に易接着層
を設けて接着性を高めたりする検討がなされている。（特許文献１～４）
しかしながら、特許文献１～４に記載の方法では、ＥＶＡとの接着性が不十分であり、満
足する性能に達しているとはいえない。加えて、ＥＶＡとの接着性を上げるには、易接着
剤組成物として、ガラス転移温度の低いバインダー樹脂を用いるのが好ましいが、このよ
うなバインダー樹脂は、逆に、耐ブロッキング性が悪化してしまう。一方、発電効率のア
ップ、耐侯性および耐光性等の性能付与を目的に、易接着剤組成物に顔料を含ませる検討
が行われている。しかしながら、従来の易接着剤組成物では、顔料を含んだ場合に、ＥＶ
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Ａとの接着性が極端に低下し、更には、易接着剤としての貯蔵安定性にも課題が生じる。
また、バックシートの基材としてＰＥＴフィルム等の加水分解を受けやすいプラスチック
シートを使用する場合においては、易接着剤にも加水分解を抑制する耐加水分解性が要求
される。そこで、これらの課題を解決する易接着剤組成物、積層ポリエステル樹脂フィル
ム及び太陽電池バックシートの開発が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１１－０１８８７２号公報
【特許文献２】特開２００６－３３２０９１号公報
【特許文献３】特開２００９－２４６３６０号公報
【特許文献４】特許４８０７４７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
従って、本発明の目的は、市販されている多様なＰＥＴフィルムにコーティングを施すこ
とでＥＶＡとの接着性、耐ブロッキング性、耐侯性、耐光性、貯蔵安定性、更には耐加水
分解性を付与できる易接着剤組成物を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者は、前記の課題を解決するため、鋭意検討の結果、アクリル樹脂及びポリエス
テル樹脂から選択される水酸基を含有する樹脂、ポリイソシアネート化合物を含有する組
成物に、前記樹脂類に相溶性良好なカルボキシル基又は水酸基を導入した変性ポリオレフ
ィンを加えることにより、前記課題を解決することを見出した。
【０００６】
　すなわち本発明は、アクリル樹脂及びポリエステル樹脂から選択される、水酸基価が１
～２００ｍｇＫＯＨ／ｇである水酸基を含有する樹脂（Ａ）、ポリイソシアネート化合物
（Ｂ）、カルボキシル基又は水酸基を導入した変性ポリオレフィン（Ｃ）を含有すること
を特徴とする易接着剤組成物、該組成物を積層した積層フィルム、太陽電池バックシート
、該フィルムを構成成分とする太陽電池を提供する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の易接着剤組成物によれば、ＥＶＡとの接着性、耐ブロッキング性、耐侯性、耐
光性、貯蔵安定性、更には耐加水分解性を付与できる易接着剤組成物、これを用いた太陽
電池バックシートを提供できる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　本発明に用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）としては、樹脂の水酸基価が１～２００ｍ
ｇＫＯＨ／ｇであれば、限定されないが、たとえば、それぞれ水酸基を有するアクリル樹
脂、ポリエステル樹脂が挙げられ、これらは単独で、或いは、２種以上を併用してもよい
。
【０００９】
　本発明に用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）は、水酸基価は１～２００ｍｇＫＯＨ／ｇ
を満たすこと、特に、水酸基価４～１００ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲にあることが、ＥＶＡと
の接着性、耐久性および耐加水分解性の観点から好ましい。水酸基価が１より小さい場合
は、塗膜の硬化がほとんど進まず、ＥＶＡとの接着性、耐久性が劣る。一方、水酸基価が
２００より大きい場合は、硬化収縮が大きすぎる為に、ＥＶＡとの接着性が悪化する。
【００１０】
　本発明で用いられる水酸基を含有するアクリル樹脂とは、アクリル酸エステルまたはメ
タクリル酸エステルを必須成分として重合して得られる、水酸基を含有する線状樹脂をい
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う。以下、アクリルとメタクリルを合わせて（メタ）アクリルと称する。
【００１１】
　この様なアクリル樹脂は、例えば、（メタ）アクリル酸エステルを必須成分として、必
要に応じて（メタ）アクリル酸、イタコン酸、無水マレイン酸等のカルボキシル酸基含有
モノマーを共重合することで容易に製造することが出来る。（メタ）アクリル酸エステル
としては、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピ
ル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレ
ート、イソブチル（メタ）アクリレート、ｔｅｒｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ラウ
リル（メタ）アクリレート、ステアリル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メ
タ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、メチルシクロヘキシル（メタ
）アクリレート、シクロドデシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレ
ートなどが挙げられる。
【００１２】
　（メタ）アクリル酸エステルを必須成分として、共重合を行うに当たり、例えば、ヒド
ロキシエチル（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロ
キシブチル（メタ）アクリレートなどの水酸基含有（メタ）アクリル酸エステルを併用す
ることで、アクリル樹脂骨格の側鎖に水酸基が導入された、水酸基含有（メタ）アクリル
樹脂を得ることができる。
【００１３】
　この様な水酸基を含有するアクリル樹脂は、線状であることによる、低粘度、硬化皮膜
の優れた可撓性等の特徴を大きく損なわない範囲において、前記した単量体に、エチレン
グリコールジ(メタ)アクリレート、トリメチロールプロパントリ(メタ)アクリレート、ヘ
キサ(メタ)アクリレートの様な、２～６個の（メタ）アクリロイル基を含有する重合性単
量体を少量併用して重合したアクリル樹脂であっても良い。
【００１４】
　この様な水酸基を含有するアクリル樹脂としては、例えば、ＤＩＣ（株）製「アクリデ
ィック」シリーズ、大成ファインケミカル（株）製「アクリット」シリーズがある。例え
ば、アクリル樹脂の市販品としては、ＤＩＣ（株）製、商品名：アクリディックＡ－８０
８－Ｔ、同５７－４５１を挙げることが出来る。
【００１５】
　本発明に用いる水酸基を含有するポリエステル樹脂とは、グリコールと、二塩基酸また
はその誘導体とを必須成分として反応させて得られる、過剰の水酸基を含有する線状樹脂
をいう。勿論、上記二塩基酸に代えて、二塩基酸無水物、二塩基酸低級アルキルエステル
等のエステル形成性誘導体を用いて、重縮合反応のみならず、付加反応やエステル交換反
応にて、ポリエステル樹脂を得ることも出来る。
【００１６】
　ポリエステル樹脂としては、例えばエチレングリコール、プロピレングリコール、ブタ
ンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、ヘプタンジオール、デカンジオール
、シクロヘキサンジメタノール等の脂肪族グリコールと、例えばコハク酸、アジピン酸、
セバシン酸、フマル酸スベリン酸、アゼライン酸、１，１０－デカメチレンジカルボン酸
、シクロヘキサンジカルボン酸等の脂肪族ニ塩基酸とを必須原料成分として反応させた脂
肪族ポリエステル樹脂や、エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール
等の脂肪族グリコールと、例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン
酸等の芳香族二塩基酸とを必須原料成分として反応させた芳香族ポリエステル樹脂が挙げ
られる。
【００１７】
　この様な水酸基を含有するポリエステル樹脂は、線状であることによる、低粘度、硬化
皮膜の優れた可撓性等の特徴を大きく損なわない範囲において、前記したグリコールや二
塩基酸に、トリメリット酸、ピロメリット酸、トロメチロールプロパン、ペンタエリスル
トール等の、水酸基やカルボシキル基等の活性水素基を分子内に３～４個含有する化合物
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を少量併用して得たポリエステル樹脂であっても良い。
【００１８】
　前記ポリエステル樹脂は、その主鎖中にベンゼン環やナフタレン環がより多く含有され
ることでＴｇがより高くなる傾向があり、例えば、コーティングすべき対象基材がＰＥＴ
やＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）やＰＥＮ（ポリエチレンナフタレート）との親
和性が高まるため、本発明では脂肪族ポリエステル樹脂よりも芳香族ポリエステル樹脂を
用いることが好ましい。しかしながら、主鎖中にベンゼン環やナフタレン環がより多く含
有されることで、結晶性や融点等も高くなる傾向があり、流動性や塗布性が低下しやすい
。
【００１９】
　そのため、前記ポリエステル樹脂は、示差走査熱量分析法（ＤＳＣ法）でのガラス転移
温度（Ｔｇ）２０～１１０℃のポリエステル樹脂であることが好ましい。本発明では、全
アルコール中炭素原子数２～４の脂肪族グリコール２５モル％以上を用い、かつ全多塩基
酸中芳香族二塩基酸３０モル％以上を用いて得た、Ｔｇが４０～１００℃の芳香族ポリエ
ステル樹脂を用いることがより好ましい。
【００２０】
　水酸基を含有するポリエステル樹脂としては、例えば、東洋紡績（株）製「バイロン」
シリーズ、ユニチカ（株）製「エリーテル」シリーズ、更に詳しくは、例えばユニチカ（
株）製、商品名：エリーテルＵＥ－３２１０、同ＸＡ－０６１１が挙げられる。
【００２５】
本発明で用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）は、数平均分子量５，０００～５０，０００
を満たすこと、好ましくは数平均分子量１０，０００～３０，０００であることが、ＥＶ
Ａとの接着性、耐加水分解性に優れる点でより好ましい。上記した分子量の水酸基を含有
する樹脂は、有機溶剤に溶解する上、同溶液の流動性を大きくは損なうことなく、際立っ
たＥＶＡとの接着性や耐加水分解性を発現する。
【００２６】
　本発明で用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）は、プラスチックフィルムの様な可とう性
の基材上で密着性に優れる塗膜を形成させる為に、ガラス転移温度２０～１１０℃を満た
すこと、特に、ガラス転移温度４０～１００℃であることがより好ましい。上記したガラ
ス転移温度の水酸基を含有する樹脂は、ＥＶＡとの接着性、耐ブロッキング性、耐加水分
解性をバランスよく満たすことができる。
【００２７】
　本発明で用いられるポリイソシアネート化合物（Ｂ）としては、イソシアネート基を分
子内に少なくとも２つ有する有機化合物が挙げられる。有機ポリイソシアネート化合物と
しては、例えば、トリレンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ジフェニル
メタンジイソシアネート、１，６－ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソ
シアネート、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルイソシアネート）、リジンジイソ
シアネート、トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、１，３－（イソシアナートメ
チル）シクロヘキサン、１，５－ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリ
イソシアネートなどのポリイソシアネート；これらのポリイソシアネートのアダクト体、
これらのポリイソシアネートのビュレット体、または、これらのポリイソシアネートのイ
ソシアヌレート体などのポリイソシアネートの誘導体（変性物）などが挙げられる。
【００２８】
　本発明に用いるポリイソシアネート化合物（Ｂ）は、使用される用途によって適宜選択
すれば良いが、トリレンジイソシアネートの様な芳香族系は黄変する場合があり、より優
れた耐候性を要する場合には、脂肪族系または脂環式等の無黄変型ポリイソシアネートを
用いることが好ましい。ポリエステル樹脂フィルムの様な透明な基材上で硬化塗膜が着色
して透明性が低下するのは視認性悪化の点でも好ましくない。よって本発明で好適なのは
、脂肪族または脂環式等の無黄変型ポリイソシアネートである、例えば、ヘキサメチレン
ジイソシアネート（ＨＤＩ）、イソホロンジイソシアネート（ＩＰＤＩ）等の無黄変型ポ
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リイソシアネートを用いることが好ましい。
硬化剤は、ポリイソシアネート化合物（Ｂ）のみでもある程度の性能が発現するが、ポリ
イソシアネート化合物と後述するエポキシ樹脂とを積極的に併用することより、硬化塗膜
により高度な耐加水分解性を付与することが出来る。
【００２９】
　前記水酸基を含有する樹脂（Ａ）とポリイソシアネート化合物（Ｂ）との配合割合は、
水酸基を含有する樹脂（Ａ）の固形分水酸基当量（ａ）とポリイソシアネート化合物（Ｂ
）の固形分イソシアネート当量（ｂ）の当量比〔（ａ）／（ｂ）〕が０．５～５、好まし
くは、０．６～２．０であることが好ましい。
【００３０】
　本発明に用いる変性ポリオレフィン（Ｃ）は、本発明の組成物のその他の成分に相溶可
能であれば、特に限定されないが、後述する樹脂が挙げられる。
　これらの樹脂の中でも、後述する極性基を有していて、且つポリオレフィン骨格を有す
るものが好ましい。
【００３１】
　前記極性基としては、例えば、水酸基、カルボキシル基が挙げられる。
【００３２】
　本発明で用いる変性ポリオレフィン（Ｃ）は、上記のとおり、ポリオレフィン樹脂に、
例えば、カルボキシル基、水酸基を導入した変性ポリオレフィン樹脂がより好ましい。更
に、これらの変性ポリオレフィン樹脂のうち、金属層の密着性がより向上し、耐電解質性
に優れることから、１～２００ｍｇＫＯＨ／ｇの酸価を有する変性ポリオレフィン樹脂（
以下、酸変性ポリオレフィン樹脂と記す）および／または１～２００ｍｇＫＯＨ／ｇの水
酸基価を有する変性ポリオレフィン樹脂（以下、水酸基変性ポリオレフィン樹脂と記す）
がより好ましい。
【００３３】
　酸変性ポリオレフィン樹脂とは、分子中にカルボキシル基や無水カルボン酸基を有する
ポリオレフィン樹脂であり、ポリオレフィンを不飽和カルボン酸またはその誘導体で変性
し、合成される。この変性方法としては、グラフト変性や共重合化を用いることができる
。
【００３４】
　酸変性ポリオレフィン樹脂は、少なくとも１つの重合可能なエチレン性不飽和カルボン
酸またはその誘導体を、変性前のポリオレフィン樹脂にグラフト変性あるいは共重合化し
たグラフト変性ポリオレフィンである。変性前のポリオレフィン樹脂としては上述のポリ
オレフィン樹脂が挙げられるが、その中でもプロピレンの単独重合体、プロピレンとα－
オレフィンとの共重合体、エチレンの単独重合体、およびエチレンとα－オレフィンとの
共重合体等が好ましい。これらは１種単独で使用することもできるし、２種以上を組み合
わせて使用することもできる。
【００３５】
　変性前のポリオレフィン樹脂にグラフト変性あるいは共重合化するエチレン性不飽和カ
ルボン酸またはその誘導体としては、例えばアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、イ
タコン酸、シトラコン酸、メサコン酸、無水マレイン酸、４－メチルシクロヘキセ－４－
エン－１，２－ジカルボン酸無水物、ビシクロ［２．２．２］オクト－５－エン－２，３
－ジカルボン酸無水物、１，２，３，４，５，８，９，１０－オクタヒドロナフタレン－
２，３－ジカルボン酸無水物、２－オクタ－１，３－ジケトスピロ［４．４］ノン－７－
エン、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エン－２，３－ジカルボン酸無水物、マレオ
ピマル酸、テトラヒドロフタル酸無水物、メチル－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－
エン－２，３－ジカルボン酸無水物、メチル―ノルボルネン－５－エン－２，３－ジカル
ボン酸無水物、ノルボルン－５－エン－２，３－ジカルボン酸無水物などをあげることが
できる。好ましくは無水マレイン酸が使用される。これらは単独で、あるいは２種以上併
用して使用することができる。
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【００３６】
　エチレン性不飽和カルボン酸またはその誘導体から選ばれるグラフトモノマーを変性前
のポリオレフィン樹脂にグラフトさせるには、種々の方法を採用することができる。例え
ば、ポリオレフィン樹脂を溶融し、そこにグラフトモノマーを添加してグラフト反応させ
る方法、ポリオレフィン樹脂を溶媒に溶解して溶液とし、そこにグラフトモノマーを添加
してグラフト反応させる方法、有機溶剤に溶解したポリオレフィン樹脂と、前記不飽和カ
ルボン酸等とを混合し、前記ポリオレフィン樹脂の軟化温度または融点以上の温度で加熱
し溶融状態にてラジカル重合と水素引き抜き反応を同時に行う方法等が挙げられる。いず
れの場合にも前記グラフトモノマーを効率よくグラフト共重合させるためには、ラジカル
開始剤の存在下にグラフト反応を実施することが好ましい。グラフト反応は、通常６０～
３５０℃の条件で行われる。ラジカル開始剤の使用割合は変性前のポリオレフィン樹脂１
００重量部に対して、通常０．００１～１重量部の範囲である。
【００３７】
　ラジカル開始剤としては、有機ペルオキシドが好ましく、例えばベンゾイルペルオキシ
ド、ジクロルベンゾイルペルオキシド、ジクミルペルオキシド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルペ
ルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ペルオキシドベンゾエート）ヘキシン―３
、１，４－ビス（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシイソプロピル）ベンゼン、ラウロイルペル
オキシド、ｔｅｒｔ－ブチルペルアセテート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ
－ブチルペルオキシ）ヘキシン－３、２，５－ジメチル―２．５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチル
ペルオキシ）ヘキサン、ｔｅｒｔ－ブチルペルベンゾエート、ｔｅｒｔ－ブチルペルフェ
ニルアセテート、ｔｅｒｔ－ブチルペルイソブチレート、ｔｅｒｔ－ブチルペル―ｓｅｃ
－オクトエート、ｔｅｒｔ－ブチルペルピバレート、クミルペルピバレートおよびｔｅｒ
ｔ－ブチルペルジエチルアセテートなどがあげられる。その他アゾ化合物、例えばアゾビ
スイソブチロニトリル、ジメチルアゾイソブチレートなどを用いることもできる。
【００３８】
　これらのラジカル開始剤は、グラフト反応のプロセスにより最適なものが選定されるべ
きであるが、通常ジクミルペルオキシド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシド、２，５－
ジメチル－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシ）ヘキシン－３、２，５－ジメチル
－２，５－ジ（ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシ）ヘキサン、１，４－ビス（ｔｅｒｔ－ブチ
ルペルオキシイソプロピル）ベンゼン等のジアルキルペルオキシドが好ましく用いられる
。
【００３９】
　これらの酸変性ポリオレフィン樹脂としては、例えば、無水マレイン酸変性ポリプロピ
レン、エチレン-（メタ）アクリル酸共重合体、エチレン－アクリル酸エステル－無水マ
レイン酸三元共重合体、またはエチレン－メタクリル酸エステル－無水マレイン酸三元共
重合体が挙げられる。具体的には、三菱化学（株）製「モディック」、三井化学（株）製
「アドマー」、「ユニストール」、東洋化成（株）製「トーヨータック」、三洋化成（株
）製「ユーメックス」、日本ポリエチレン（株）製「レクスパールＥＡＡ」「レクスパー
ルＥＴ」、ダウ・ケミカル（株）製「プリマコール」、三井・デュポンポリケミカル製「
ニュクレル」、アルケマ製「ボンダイン」として市販されている。
【００４０】
　水酸基変性ポリオレフィン樹脂は、分子中に水酸基を有するポリオレフィン樹脂であり
、ポリオレフィンを後述する水酸基含有（メタ）アクリル酸エステル、あるいは、水酸基
含有ビニルエーテルでグラフト変性あるいは共重合化し、合成される。変性前のポリオレ
フィン樹脂や変性方法は、酸変性ポリオレフィン樹脂の場合と同様である。
【００４１】
　本発明に用いられる水酸基を含有する変性ポリオレフィンとは、ポリオレフィン樹脂を
後述する水酸基含有（メタ）アクリル酸エステル、あるいは、水酸基含有ビニルエーテル
でグラフト変性あるいは共重合化し、合成される。この際、ポリオレフィン構造の少なく
とも一部がフッ素化されている構造を有していてもよい。
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【００４２】
　前記ポリオレフィン樹脂としては、炭素数２～８のオレフィンの単独重合体や共重合体
、炭素数２～８のオレフィンと他のモノマーとの共重合体を挙げることができる。具体的
には、例えば、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、線
状低密度ポリエチレン樹脂などのポリエチレン、ポリプロピレン、ポリイソブチレン、ポ
リ（１－ブテン）、ポリ４－メチルペンテン、ポリビニルシクロヘキサン、ポリスチレン
、ポリ（ｐ－メチルスチレン）、ポリ（α－メチルスチレン）、エチレン・プロピレンブ
ロック共重合体、エチレン・プロピレンランダム共重合体、エチレン・ブテン－１共重合
体、エチレン・４－メチル－１－ペンテン共重合体、エチレン・へキセン共重合体などの
α―オレフィン共重合体、エチレン・酢酸ビニル共重合体、エチレン・アクリル酸共重合
体、エチレン・メチルメタクリレート共重合体、エチレン・酢酸ビニル・メチルメタクリ
レート共重合体、アイオノマー樹脂などを挙げることができる。更に、これらポリオレフ
ィンを塩素化した塩素化ポリオレフィン、フッ素化したフッ素化ポリオレフィン等も使用
することができる。
【００４３】
　前記水酸基含有（メタ）アクリル酸エステルとしては、（メタ）アクリル酸ヒドロキエ
チル；（メタ）アクリル酸ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸グリセロール；ラク
トン変性（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコ
ール、（メタ）アクリル酸ポリプロピレングリコール等が挙げられ、前記水酸基含有ビニ
ルエーテルとしては、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル、ジエチレングリコールモノ
ビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル等が挙げられる。
【００４４】
　これらの水酸基を含有するポリオレフィン樹脂としては、例えば、三井化学（株）製、
「ユニストール」などが市販されている。
【００４５】
値を入力しました
　前記変性ポリオレフィン（Ｃ）の重量割合は、水酸基を含有する樹脂（Ａ）１００重量
部(固形分)に対して、０．１～２００重量部、中でも１～５０重量部とすることが、ＥＶ
Ａとの接着性、耐侯性、貯蔵安定性などに優れることからより好ましい。
【００４６】
　本発明の組成物は、必要に応じて、顔料（Ｄ）を併用してもよい。この場合使用可能な
顔料としては、特に限定されるものではなく、例えば、塗料原料便覧１９７０年度版（日
本塗料工業会編）に記載されている体質顔料、白顔料、黒顔料、灰色顔料、赤色顔料、茶
色顔料、緑色顔料、青顔料、金属粉顔料、発光顔料、真珠色顔料等の有機顔料や無機顔料
、さらにはプラスチック顔料などが挙げられる。これら着色剤の具体例としては種々のも
のが掲げられ、有機顔料としては、例えば、ベンチジンエロー、ハンザエロー、レーキッ
ド４Ｒ等の、各種の不溶性アゾ顔料；レーキッドＣ、カーミン６Ｂ、ボルドー１０等の溶
性アゾ顔料；
【００４７】
フタロシアニンブルー、フタロシアニングリーン等の各種（銅）フタロシアニン系顔料；
ローダミンレーキ、メチルバイオレットレーキ等の各種の塩素性染め付けレーキ；キノリ
ンレーキ、ファストスカイブルー等の各種の媒染染料系顔料；アンスラキノン系顔料、チ
オインジゴ系顔料、ペリノン系顔料等の各種の建染染料系顔料；シンカシアレッドＢ等の
各種のキナクリドン系顔料；ヂオキサジンバイオレット等の各種のヂオキサジン系顔料；
クロモフタール等の各種の縮合アゾ顔料；アニリンブラックなどが挙げられる。
【００４８】
　無機顔料としては、例えば、黄鉛、ジンククロメート、モリブデートオレンジ等の如き
、各種のクロム酸塩；紺青等の各種のフェロシアン化合物；酸化チタン、亜鉛華、マピコ
エロー、酸化鉄、ベンガラ、酸化クロームグリーン、酸化ジルコニウム等の各種の金属酸
化物；カドミウムエロー、カドミウムレッド、硫化水銀等の各種の硫化物ないしはセレン
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化物；
【００４９】
硫酸バリウム、硫酸鉛等の各種の硫酸塩；ケイ酸カルシウム、群青等の各種のケイ酸塩；
炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム等の各種の炭酸塩；コバルトバイオレット、マンガン
紫等の各種の燐酸塩；アルミニウム粉、金粉、銀粉、銅粉、ブロンズ粉、真鍮粉等の各種
の金属粉末顔料；これら金属のフレーク顔料、マイカ・フレーク顔料；金属酸化物を被覆
した形のマイカ・フレーク顔料、雲母状酸化鉄顔料等のメタリック顔料やパール顔料；黒
鉛、カーボンブラック等が挙げられる。
【００５０】
　体質顔料としては、例えば、沈降性硫酸バリウム、ご粉、沈降炭酸カルシウム、重炭酸
カルシウム、寒水石、アルミナ白、シリカ、含水微粉シリカ（ホワイトカーボン）、超微
粉無水シリカ（アエロジル）、珪砂（シリカサンド）、タルク、沈降性炭酸マグネシウム
、ベントナイト、クレー、カオリン、黄土などが挙げられる。
【００５１】
　さらに、プラスチック顔料としては、例えば、ＤＩＣ（株）製グランドールＰＰ－１０
００、ＰＰ－２０００Ｓ等が挙げられる。
【００５２】
　前記顔料（Ｄ）としては、耐久性、耐侯性、意匠性に優れることから、白色顔料として
の酸化チタン、亜鉛華等の無機酸化物、黒色顔料としてのカーボンブラックがより好まし
い。なお、顔料類を用いる場合には、顔料分散剤を併用してもよい。
【００５３】
　前記顔料（Ｄ）の重量割合は、水酸基を含有する樹脂（Ａ）１００部に対して、１～４
００部、中でも１０～３００部とすることが、ＥＶＡとの接着性、耐侯性、貯蔵安定性な
どに優れることからより好ましい。
【００５４】
　本発明の組成物には、より高度な耐加水分解性を付与することを目的に、エポキシ樹脂
を併用してもよい。前記エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビスフェノー
ルＡＤ型エポキシ樹脂、等のビスフェノール型エポキシ樹脂；オルソクレゾールノボラッ
ク型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、ナフトールノボラック型エポ
キシ樹脂、ビスフェノールＡノボラック型エポキシ樹脂、臭素化フェノールノボラック型
エポキシ樹脂、アルキルフェノールノボラック型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳノボラ
ック型エポキシ樹脂、アルコキシ基含有ノボラック型エポキシ樹脂、ブロム化フェノール
ノボラック型エポキシ樹脂等のノボラック型エポキシ樹脂；その他、フェノールアラルキ
ル型エポキシ樹脂（通称ザイロック樹脂のエポキシ化物）、レゾルシンのジグリシジルエ
ーテル、ハイドロキノンのジグリシジルエーテル、カテコールのジグリシジルエーテル、
ビフェニル型エポキシ樹脂、テトラメチルビフェニル型エポキシ樹脂、硫黄含有エポキシ
樹脂、スチルベン型エポキシ樹脂等の２官能型エポキシ樹脂、水素添加ビスフェノールＡ
型エポキシ樹脂等の脂環式エポキシ樹脂、トリグリシジルシソシアヌレート、トリフェニ
ルメタン型エポキシ樹脂、テトラフェニルエタン型エポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン
－フェノール付加反応型エポキシ樹脂、ビフェニル変性ノボラック型エポキシ樹脂（ビス
メチレン基でフェノール核が連結された多価フェノール樹脂のエポキシ化物）、アルコキ
シ基含有ノボラック型エポキシ樹脂、テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂など
が挙げられる。また、前記エポキシ樹脂は単独で用いてもよく、２種以上を混合してもよ
い。
【００５５】
　本発明の易接着剤組成物、特に上記した主剤には、粘度調整の観点から、そこに含める
原料との反応性を有さず、原料を溶解する有機溶剤を含有させることが出来る。具体的に
は、例えば、トルエン、キシレン等の炭化水素系溶剤、メチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン等のケトン系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル等のエステル系溶剤、ジオキサ
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ン、エチレングリコールジエチルエーテル等のエーテル系溶剤、ペンタン、ヘキサン、ヘ
プタン等の脂肪族系炭化水素等が挙げられる。
【００５６】
　本発明の易接着剤組成物には、必要であれば、前記以外のその他の添加剤を含有させて
もよい。添加剤としては、フィルムやコーティング膜などを形成する樹脂組成物に一般に
使用されている添加剤などが挙げられる。添加剤としては、例えば、レベリング剤；コロ
イド状シリカ、アルミナゾルなどの無機微粒子；ポリメチルメタクリレート系の有機微粒
子；消泡剤；タレ性防止剤；シランカップリング剤；粘性調整剤；紫外線吸収剤；金属不
活性化剤；過酸化物分解剤；難燃剤；補強剤；可塑剤；潤滑剤；防錆剤；蛍光性増白剤；
無機系熱線吸収剤；防炎剤；帯電防止剤；脱水剤；などが挙げられる。
【００５７】
　本発明の易接着剤組成物は、通常、硬化剤であるポリイソシアネート化合物以外の各成
分をあらかじめ配合した主剤プレミックスを調製しておき、これとポリイソシアネート化
合物とを混合して調製することが出来る。
【００５８】
　本発明の易接着剤組成物は、種々の基材に塗布して乾燥することで、基材上に密着性の
ある硬化塗膜を積層することが出来る。基材への塗布量は、特に制限されるものではない
が、例えば、０．５～２０ｇ／ｍ２、中でも１～１０ｇ／ｍ２の範囲から選択することが
、少量で優れた耐候性等が付与できる点で好ましい。この塗布には、例えば、グラビアコ
ーター、マイクログラビアコーター、リバースコーター、バーコーター、ロールコーター
、ダイコーター等を用いることが出来る。
【００５９】
　また、本発明の易接着剤組成物を塗布した積層体は、作成後エージングを行うことが好
ましい。エージング条件は、室温～１００℃で、１２～２４０時間の間であり、この間に
硬化反応が進行する。
【００６０】
　この際の基材としては、例えば、紙、オレフィン系樹脂、アクリロニトリル－ブタジエ
ン－スチレン共重合体（ＡＢＳ樹脂）、ポリ塩化ビニル系樹脂、フッ素系樹脂、ポリ（メ
タ）アクリル系樹脂、カーボネート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリ
フェニレンエーテル系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂やポリエステル系樹脂から
得られた合成樹脂フィルム、銅箔、アルミニウム箔の様な金属箔等を挙げることが出来る
。基材の厚みは、特に制限されるものではなく、例えば、１０～４００μｍから選択出来
るが、本発明の易接着剤組成物は、少量の塗布かつ低温短時間の乾燥で、基材に反りやヘ
タリ等、何ら影響を与えることなく優れた密着性を奏し、優れた耐候性を付与出来ること
から、３０～８０μｍで軟化温度１８０℃以下の基材への適用が最適である。
【００６１】
　低温かつ短時間の乾燥より、基材を反らせたり塗膜剥離したりするなどの不都合が発生
することなく、基材への優れた密着性が得られ積層体の劣化をより効果的に防止すること
が出来る点で、基材としては、ポリエステル樹脂フィルムを用いることが好ましい。本発
明の易接着剤組成物の硬化塗膜がポリエステル樹脂フィルム上に積層された、積層ポリエ
ステル樹脂フィルムは、上記した優れた性質を有したものとなる。
【００６２】
　特に、１６０℃以下という比較的低温で１分間以下という短時間の乾燥より、薄膜の基
材に上記した様な不都合を発生させず、基材への優れた密着性が得られ積層体の耐湿熱性
と耐加水分解性に基づく劣化をより効果的に防止することが出来る点で、基材としては、
ＰＥＴフィルムを用いることがより好ましい。本発明の易接着剤組成物の硬化塗膜がＰＥ
Ｔフィルム上に積層された、積層ポリエステル樹脂フィルムは、上記した優れた性質を有
したものとなる。特に、太陽電池バックシート用の積層ポリエステル樹脂フィルムとして
好適である。
【００６３】
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　ポリエステル樹脂フィルムと硬化塗膜との密着性を向上させるために、ポリエステル樹
脂フィルムの硬化塗膜を形成する方の面に表面処理を行ってもよい。この表面処理として
は、例えば、コロナ処理、プラズマ処理、オゾン処理、火炎処理、放射線処理等が挙げら
れる。
【００６４】
本発明の太陽電池モジュールにおいては、透明保護部材、太陽電池用セル、前記太陽電池
用セルの全面を覆う封止樹脂、およびバックシートなどの構成は、従来公知の太陽電池モ
ジュールと同様であって、本発明に特有の構成ではない。
【００６５】
　すなわち、太陽電池用セルとしては、基板上に透明電極層、光半導体層および裏面電極
層を積層し、複数の光電変換セルを形成するように分離溝によって分離され、かつそれら
の光電変換セルが電気的に直列接続されてなる集積型太陽電池素子とすることが一般的で
あり、また、光半導体層中の光電変換層としては、シリコンや薄膜多結晶シリコンなどを
用いることができる。さらに、太陽電池用セルからはモジュール外部に電気出力が取り出
せるようになっている。
【００６６】
　上記封止樹脂として用いられる樹脂としては、主としてＥＶＡを用いるが、ＰＶＢ（ポ
リビニルブチラール）、ＰＩＢ（ポリイソブチレン）、オレフィン系樹脂（とりわけグラ
フト変性ポリエチレン樹脂）、アイオノマー樹脂、シリコン樹脂などを用いることもでき
る。通常、太陽電池モジュールの封止樹脂として用いられるＥＶＡは、酢酸ビニル含有量
が１０～４０重量％であるものを用い、太陽電池モジュールの耐熱性、物理的強度を確保
するために、熱あるいは光などによりＥＶＡを架橋している。
【００６７】
　熱架橋を行う場合は通常有機過酸化物が用いられ、７０℃以上の温度で分解してラジカ
ルを発生するものが使用されている。通常、半減期１０時間の分解温度が５０℃以上のも
のが用いられ、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジハイドロキシパーオキサイド、２
， ５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキシン－３、ジ－ｔ－ブチル
パーオキサイド、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ
－ブチルパーオキシ）ヘキサン、ジクミルパーオキサイド、α，α’－ビス（ｔ－ブチル
パーオキシイソプロピル）ベンゼン、ｎ－ブチル－４ ，４－ビス－（ｔ－ブチルパーオ
キシ）バレレート、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ベンゾイルパーオキサイドなど
が用いられている。
【００６８】
　光硬化を行う場合には光増感剤が用いられ、水素引き抜き型（二分子反応型）である、
ベンゾフェノン、オルソベンゾイル安息香酸メチル、４－ベンゾイル－４'－メチルジフ
ェニルサルファイド、イソプロピルチオキサントンなどが用いられており、内部開裂型開
始剤としては、ベンゾインエーテル、ベンジルジメチルケタールなど、α－ヒドロキシア
ルキルフェノン型として、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニルプロパン－１－オ
ン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、アルキルフェニルグリオキシレート
、ジエトキシアセトフェノンなどが使用できる。更に、α－アミノアルキルフェノン型と
して、２－メチル－１－［４（メチルチオ）フェニル］－２－モリフォリノプロパン－１
、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モリフォリノフェニル）－ブタノン－
１ などが、またアシルフォスフィンオキサイドなども用いられている。
【００６９】
　また、太陽電池モジュールを構成するガラス板との接着を考慮してシランカップリング
剤も配合されており、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシエトキシ
）シラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラ
ン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエト
キシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－
クロロプロピルメトキシシラン、ビニルトリクロロシラン、γ－メルカプトプロピルトリ
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メトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）－γ
－アミノプロピルトリメトキシシランなどが配合されている。
【００７０】
　更に、接着性及び硬化を促進する目的でエポキシ基含有化合物を配合されている場合も
あり、エポキシ基含有化合物としては、トリグリシジルトリス（２－ヒドロキシエチル）
イソシアヌレート、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジ
オールジグリシジルエーテル、アクリルグリシジルエーテル、２－エチルヘキシルグリシ
ジルエーテル、フェニルグリシジルエーテル、フェノールグリシジルエーテル、ｐ－ｔ－
ブチルフェニルグリシジルエーテル、アジピン酸ジグリシジルエステル、ｏ－フタル酸ジ
グリシジルエステル、グリシジルメタクリレート、ブチルグリシジルエーテル等の化合物
や、エポキシ基を含有した分子量が数百から数千のオリゴマーや重量平均分子量が数千か
ら数十万のポリマーを配合されているケースもある。
【００７１】
　そしてさらに、封止樹脂の架橋、接着性、機械的強度、耐熱性、耐湿熱性、耐候性など
を向上させ目的で、アクリロキシ基、メタクリロキシ基又はアリル基含有化合物を添加さ
れており、（メタ）アクリル酸誘導体、例えばそのアルキルエステルやアミドが最も一般
的である。この場合、アルキル基としては、メチル、エチル、ドデシル、ステアリル、ラ
ウリルのようなアルキル基の他に、シクロヘキシル基、テトラヒドロフルフリル基、アミ
ノエチル基、２－ヒドロキシエチル基、３－ヒドロキシプロピル基、３－クロロ－２－ヒ
ドロキシプロピル基などが挙げられる。また、（メタ）アクリル酸とエチレングリコール
、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、グリセリン、トリメチロールプロ
パン、ペンタエリスリトール等の多官能アルコールとのエステルも同様に用いられる。ア
ミドとしては、アクリルアミドが代表的である。また、アリル基含有化合物としては、ト
リ
アリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、フタル酸ジアリル、イソフタル酸ジ
アリル、マレイン酸ジアリル等が配合されている。
【００７２】
　さらには、難燃性を付与するための無機化合物や、耐候性を付与するための紫外線吸収
剤、酸化劣化防止のための酸化防止剤も種々に配合されている。つまり、太陽電池モジュ
ールを構成するＥＶＡは、太陽電池モジュールとして要求される機能を満たすべく、各種
添加剤を配合した樹脂組成物である。
【００７３】
　太陽電池モジュールとして一体化する方法について、その一例として、真空ラミネート
方式が挙げられる。この方法は、例えば、１００～１５０℃に加熱された真空ラミネート
装置の加熱板上のダミーガラスや金属板の上に、透明保護部材、透明保護部材側の封止樹
脂、配線を施した太陽電池用セル、バックシート側の封止樹脂、およびバックシートの順
に積層して、静置する。その後、真空ラミネート装置を閉じて減圧を開始し、この減圧状
態を３～１０分間保持した後、給排気管から空気を導入して、圧力差によりゴム製ダイア
フラムを上記積層体に押し当て加圧する。封止樹脂の種類にもよるが、この状態を１０～
４０分間保持することで加熱真空ラミネート工程が完了する。
【００７４】
　また、上記真空ラミネート方式は、一例に過ぎず、種々のラミネート方式を適用するこ
とができる。
【００７５】
　上記のとおり、本発明の易接着剤組成物をポリエステル樹脂フィルム上に積層した積層
ポリエステル樹脂フィルムをバックシートとして用いると、従来の易接着剤組成物と比較
して、耐ブロッキング性、ＥＶＡ等の封止樹脂への接着性が格段に向上する。更に、耐侯
性、耐光性、耐加水分解性に優れた性能を発揮することができる。
【実施例】
【００７６】
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以下に、実施例を用いて本発明を具体的に説明する。尚、実施例中の「部」、「％」は、
特に断りの無い限り重量基準である。
【００７７】
　本発明に用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）の数平均分子量は、ゲルパーミッションク
ロマトグラフ（ＧＰＣ）を用い、下記の条件により求めた
　測定装置；東ソー株式会社製　ＨＬＣ－８２２０
　検出器；ＲＩ（示差屈折計）
　測定条件；カラム温度　４０℃　溶媒　テトラヒドロフラン
　また、本発明に用いる水酸基を含有する樹脂（Ａ）のガラス転移温度は、下記の条件に
より求めた。
【００７８】
　測定装置；セイコー電子工業株式会社製　ＤＳＣ２２０Ｃ
　測定方法；ＤＳＣ（示差走査熱量分析）法
【００７９】
実施例１～４、比較例１～３
　下記の表１、及び表２に示す通り、水酸基を含有する樹脂（Ａ）、ポリイソシアネート
化合物（Ｂ）、変性ポリオレフィン（Ｃ）、エポキシ樹脂を用いて、主剤成分と硬化剤成
分との二液型の、本発明及び従来の易接着剤組成物を調製した。
【００８０】
（タックフリー性評価方法）
塗工し乾燥させただけの塗膜表面を指触にて塗膜のベタつきを評価した。
評価基準
○：ベタつき無し
×：ベタつき有り
【００８１】
　前記易接着剤組成物を乾燥後の塗工量が３～５ｇ／ｍ２となるように「Ｅ５００１」（
東洋紡（株）製　ＰＥＴフィルム）に塗布し、１２０℃、３０秒間乾燥させ、易接着層を
形成した後、４０℃で３日間エージングを行なった。また、「Ｅ５００１」の代わりに「
Ｘ１０Ｓ」（東レ（株）製　耐侯性ＰＥＴ）を用いた場合についても、同様に塗工物を作
成した。
【００８２】
（ＥＶＡとの接着性評価サンプルの作製方法）
　前記易接着層を設けた塗工物を幅５０ｍｍ、長さ１００ｍｍに裁断したもの２枚、およ
びＥＶＡシート（サンビック（株）製）を幅５０ｍｍ、長さ１００ｍｍに裁断したもの１
枚を用意した。
【００８３】
　易接着層がＥＶＡ側に接するように重ね合わせ、次に、真空ラミネーター装置を用いて
、得られた積層体を１５０℃で５分間真空引きをし、そのまま１５分間保持して架橋反応
を進行させた。
【００８４】
（ＥＶＡとの接着性の評価方法）
　ＥＶＡとの接着性は、前記易接着性の評価用サンプルを、引張試験機（（株）エー・ア
ンド・ディー製テンシロン試験機）の上下のクリップに未接着部分のバックシートを挟み
、オートグラフによるＴ型剥離法を用い、幅１０ｍｍのクロスヘッド速度２００ｍｍ／分
における剥離強度を測定した。ここで、表１及び表２記載の単位は「Ｎ／１０ｍｍ」であ
る。
【００８５】
　さらに、前記易接着性の評価用サンプルをプレッシャークッカーテスト（ＰＣＴ）に２
４時間かけ（試験条件：１２１℃、相対湿度が１００％）、前記と同じ条件で耐湿熱試験
後の剥離強度を評価した。同じく表１及び表２記載の単位は「Ｎ／１０ｍｍ」である。
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（耐ブロッキング性の評価方法）
　バックシート２枚を易接着層面が向かい合わない方向、すなわち易接着層／基材層／易
接着層／基材層の順序で重ね合わせ、５ｋｇｆ／ｃｍ２の荷重をかけた状態で、４０℃、
２４時間放置した。その後、室温に戻し、荷重をはずした状態で、下記の評価基準に基づ
いて評価した。
○；基材層への裏移り跡無し
△；基材層への裏移り跡あるが、裏移り無し
×；基材層への裏移り有り
【００８７】
【表１】

【００８８】
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【表２】

【００８９】
【表３】

【００９０】
　なお、前記表中の材料の概要を下記に示す。
【００９１】
　基材：Ｅ５００１（東洋紡（株）製　ＰＥＴ）／Ｘ１０Ｓ（東レ（株）製　耐候ＰＥＴ
）、乾燥塗布量：５ｇ／ｍ２
　エリーテル　ＵＥ－３２５０；ユニチカ（株）製　ポリエステル樹脂、　水酸基価５　
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固形分１００％
　アクリディック　５７－４５１；ＤＩＣ（株）製　アクリル樹脂、　水酸基価１１（固
形分）　不揮発分５５％
　ユニストール　Ｐ－９０１；三井化学（株）製　変性ポリオレフィン、水酸基価５０　
不揮発分２２％
　ＨＡＲＤＬＥＮ　Ｐ－５５２８；東洋紡績（株）製　変性ポリオレフィン、水酸基価３
．３　不揮発分２０％
　スペシャルブラック１００；ＥＶＯＮＩＫ　ＤＥＧＵＳＳＡ（株）製　カーボンブラッ
ク
　ソルスパース５０００；ルーブリゾール（株）製　フタロシアニン誘導体
　ＪＲ－８０５；テイカ（株）製　ルチル型酸化チタン
　ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１１；ビックケミー・ジャパン（株）製、酸基を有する共重合
物　酸価１２９ｍｇＫＯＨ／ｇ
　デナコール　ＥＸ－３２１；ナガセケムテックス（株）製、水溶性多官能グリジシルエ
ーテル化合物　エポキシ当量１４０　不揮発分１００％
　デナコール　ＥＸ－１３１０；ナガセケムテックス（株）製、水溶性多官能グリシジル
エーテル化合物　エポキシ当量１８０　不揮発分１００％
　エピクロン　８６０－８０ＳＥ；ＤＩＣ（株）製、ＢＰＡ型エポキシ樹脂　エポキシ当
量２４０　不揮発分８０％
　デュラネート　Ｎ－３２００；旭化成（株）製　無黄変型ポリイソシアネート、ＮＣＯ
％２３　不揮発分１００％
　デュラネート　Ｎ－３３００；旭化成（株）製　無黄変型ポリイソシアネート、ＮＣＯ
％２１．６　不揮発分１００％
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